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１．はじめに 

本「積水ハウスグループ 人権レポート」は、「サステナビリ

ティレポート２０２１」の「人権の尊重」の項目および人権関連

項目に関する情報を一覧できるようにまとめ、編集紙面の関

係で掲載できなかった情報について報告するものです。 

積水ハウスグループは、人権尊重を ESG 経営推進の重

点課題の一つと位置づけています。全従業員が「人間愛」を

根本哲学とする企業理念を実践することによって人権尊重の

責任を果たしていきます。 

2020 年 4 月に公表した「積水ハウスグループ人権方針」の

実践においては、① 人権を尊重した事業経営（インテグリテ

ィマネジメント）② ダイバーシティマネジメント③ 風通しの良

い職場環境（イノベーション＆コミュニケーション）を意識しな

がら、「人権を語れるリーダー」の育成を最優先課題として取

り組んでいます。同時に、グローバルな事業展開に合わせ、

サプライチェーンなどにおける人権尊重の取組みも重視して

います。 

人権方針に基づき、人権デューデリジェンスのプロセスを事

業活動に組み込み、経営トップからグループ全従業員、さら

にはお客様、サプライチェーンや協力工事店で働く人たちへ

の取り組みを推進しています。 

本レポートによってこれらの取組みの全体像と進捗ならび

に課題を明確にし、人権方針にも定める「情報公開」の責任を

果たし、人権尊重の取組みを一層推進してまいります。 

 

○社長の仲井が法務省人権キャンペーン 「Ｍｙじんけん宣

言」に参加表明 

2021 年 7 月に公開された、法務省「Ｍｙじんけん宣言」プロ

ジェクトに積水ハウスグループも賛同し、社長の仲井嘉浩が

宣言を公表しました。 

「Ｍｙじんけん宣言」プロジェクトは、法務省人権擁護局が企

業、団体などに広く参加を呼びかけているもので、日本政府

の「ビジネスと人権に関する行動計画」（NAP、2020.10）にもと

づき、取り組み気運を高めるものとして展開されています。 

社長の仲井は、2020 年 4 月に策定した「積水ハウスグルー

プ人権方針」や「企業理念」、そしてグローバルビジョンを踏ま

えた独自の「Ｍｙじんけん宣言」を発信しています。 

積水ハウスグループは、ステークホルダーの人権を尊重す

る取り組みを一層進めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「わが家を世界一幸せな場所にする」というビジョンの実現 

に向け、企業理念の根本哲学「人間愛」を大切にし、 

人権尊重の責任を果たしてまいります。 

積水ハウス株式会社代表取締役社長執行役員兼 CEO 

仲井嘉浩   
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２．積水ハウスグループ人権方針 

 事業活動を通じてお客様、従業員、社会の「幸せ」を最大

化するために、２０２０年 4 月に「積水ハウスグループ人権方

針」を策定しました。 

本方針は、積水ハウスグループの企業理念と行動規範に

基づき、企業行動指針で記した原則の一つである「人権の尊

重」を補完し明確にするものと位置付けています。 

国際人権章典、労働における基本的原則及び権利に関す

る ILO（国際労働機関）宣言、ビジネスと人権に関する指導原

則など国際規範を尊重し、国連グローバルコンパクトの 10 原

則を支持するとともに、あらゆる人権侵害、差別やハラスメン

トを「しない・させない・ゆるさない」企業体質づくりを引き続き

推進していくことを宣言しています。 

 グローバルな事業活動における社会的責任を果たすため、

本方針に基いて、これまでグループ従業員で進めてきた人権

を尊重する取り組みの視点をさらに拡大することを、サプライ

チェーンを含む事業活動において影響を受ける可能性のある

全てのステークホルダーに表明しています。 

本方針は、社外専門家の助言を受け、取締役会にて承

認、策定しています。ホームページにおいて、英文でも公開し

ています。 
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＜企業行動指針＞冒頭 

積水ハウスグループ企業各社は、「人間愛」を根本哲学と

する「企業理念」に立脚し、次の 10 原則に基づき、国の内外

を問わず、人権を尊重し、全ての関係法令、国際ルールおよ

びその精神を遵守するとともにインテグリティ（高邁な倫理観）

をもって持続可能な社会の構築に向け牽引する。 

1、 持続可能な経済成長と社会的課題の解決 

2、 公正な事業慣行 

3、 公正な情報開示、ステークホルダーとの建設的対話 

4、 人権の尊重 

5、 消費者・お客様との信頼関係 

6、 働き方の改革、職場環境の充実 

7、 環境問題への取り組み 

8、 社会参画と発展への貢献 

9、 危機管理の徹底 

10、 経営トップの役割と本行動指針の徹底 

全文 

https://www.sekisuihouse.co.jp/library/company/info/guidelines.pdf 

 

＜企業倫理要項＞抜粋 

5−1 人権尊重・差別禁止 

常に健全な職場環境を維持することに努め、各自の人権を

尊重し、差別につながる行為は一切行わない。従業員の雇用

や処遇においてもこれを行わない。また、他人がこれを行わ

ないよう防止についても徹底する。 

1、 出生、国籍、人種、民族、信条、宗教、性別、性的指向、

性自認、年齢、各種障がい、趣味、学歴、家族などに基

づく非合理なあらゆる差別を行わない。 

2、 暴力、罵声、誹謗・中傷、威迫による業務の強制、いじ

め、噂の流布などによる人権侵害行為を行わない。 

全文
https://www.sekisuihouse.co.jp/library/company/info/ethics.pdf 

 

○人身売買に関与しないことについて 

従業員や会社が人身売買に関与しないことはもちろん、取

引を通じてそうした関与が指摘される企業や産地との関わり

を持ちません。 

 この姿勢は、企業倫理要項の上記項目や、「1-2 コンプライ

アンス、2-5 反社会的勢力との関係断絶」でも定義されてい

ると位置づけています。 

 

○新規事業や開発事業でのパートナー選定における人権配

慮 

 人権方針に規定する「ビジネスパートナーにも理解と支持を

期待」とある通り、積水ハウスグループの姿勢を伝えます。企

業理念や ESG 経営などのビジョンに共感いただけることがパ

ートナー選定の大前提と考えています。企業理念でも「商品

の開発や環境の創造或いは新規事業の選択等も、これらが

常に顧客に役立つものか、あるいは社会に貢献出来るもの

かを目指すべき」であり「人間愛の実践である」と規定してい

ます。 

 

【2021 年特集】人権デューデリジェンスの推進 

特集 1 人権リスクマップの取り組み 

2020 年度はグループの事業部門ごとにアンケート形式の

意識調査と意見交換を実施し、従業員の「人権リスクマップ」

を作成しました。 

グループ共通及び事業部門ごとの重点課題を特定し、これ

らをもとに２０２１年度の研修テーマや優先取り組み課題を決

定しました。 

グループ全社共通の重点課題を 5 つに特定しました。 

1、ネット社会と人権 

2、パワハラ 

3、LGBTQ 

4、従業員の過重労働やストレス 

5、外国人就労（取引先・施工現場） 

(協力工事店) 
●労働安全衛生 

https://www.sekisuihouse.co.jp/library/company/info/guidelines.pdf
https://www.sekisuihouse.co.jp/library/company/info/ethics.pdf
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「ネット社会と人権」はあらたな取り組み課題であることと、

社会での問題が多発し課題となっていることから、危機認識

が最も高くあらわれています。また、「LGBTQ」は、不動産を

含む住宅需要の中で、多様なオーナーの期待に答える必要

性から注視しています。一方、「外国人就労」は、社会的な関

心が高い課題であるという判断から、リスクマップの相対的な

ポジションに関わらず、重点課題のひとつに引き上げていま

す。こういった課題を身近に見直す取り組みを進めます。 

各事業部門別 （積水ハウス営業本部総務部長会、生産

調達本部総務部長会、積水ハウス不動産総務部長会、積和

建設ガバナンス推進会議。積水ハウスリフォームは会社組織

再編期のため個別に対応） に、発生しているまたは発生リス

クのある人権課題を挙げ、それらを「発生可能性の大きさ」と

「発生した場合の社会への影響の大きさ」をアンケートで数

値、グラフ化しました。課題を抽出し、各部門における、リスク

の高い課題について意見交換を行いました。社会的な関心

の高い課題なども考慮して、優先課題を決定し、取り組んで

います。 

 

多様な人材が活躍できる職場環境の醸成を、ヒューマンリ

レーション推進委員会が中心になって、予防的アプローチと、

対処的アプローチの 2 側面から行っています。年間の PDCA

は右図の通りです。 

 

 

 

質問例＞取引先（構内外注先を含む）との、職場環境をめぐ

るトラブルが発生する可能性はありませんか 

＞取引先（2 次以降を含む）の工場、原料採掘現場や木材伐

採現場における人権不祥事の可能性はありませんか（児童

労働、強制労働、現地住民権利の不当侵害等）  

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケート実施

2020 年 9 月～

12 月 

回収数：51 

質問項目数：31 

（質問項目は

2019 年に行った

本社各部署への

ヒアリングと社内

発生事案等から

事務局で抽出） 

 

「強制労働」「児童労働」については取引先にそのようなリスク

がないかをアンケート項目で確認し、それらが低いことを確認

したのでマップからは省略している。「差別」については「セク

シャルハラスメント」「パワーハラスメント」「障がい者」「採用」

などに含んだアンケートとしている。 
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受入企業と送出機関へ、積水ハウスが関与 

特集 2 技能実習生に関する取組み 

積水ハウスでは、独自の技能実習生安心受け入れ体制を

整えています。 

 

受入企業（積和建設や本体工事店等）任せにするのではな

く、積水ハウスが積極的に関わり、物心両面でサポートするこ

とで、日本国内およびベトナムでの手厚いフォローを可能に

し、技能実習生たちが不安なく仕事につけ、技能を身に付け

ることができます。ハノイでの訓練施設の設置や運営を実現

し、技能実習生本人たちだけでなく、家族にも安心を提供して

います。 

 

一般社団法人 JIC 協同組合支援協会と業務委託契約を締

結し、現地送り出し機関と連携しています。 

また、これらのスキームを実現するための積水ハウスが行

うサポート体制は、右に示す通り大きく分けて 2 つです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■積水ハウス式 技能実習生受け入れスキーム 

 

・専門的な技術や用語の習得（基礎知識、独自の現場ルー

ル、安全衛生教育、専門技術 

・当社施工現場での実践日本語教育の習得 

・採用面接及び家族説明会の支援 

・家族向けに訓練参観日の開催 

・ベトナム語版の施工動画の制作 

 

 

※JIC 協同組合支援協会の会員数は 2019 年 7 月時点の会員数 

 

・技能実習生受け入れ 1 年目に係るその他費用の援助 

・技能実習責任者、技能実習指導員及び生活指導員の支援 

・月 1 回の訪問指導、3 か月に 1 回の監査の支援 

・お困りごと対応 Web サイト 

・技能検定合格に向けた支援 

・日本入国後 1 か月研修の充実 

・日本語教育ウエブサービス支援 
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送り出し国でのサポート体制を支える基盤のひとつに、技

能訓練施設があります。2019 年 11 月にベトナムのハノイに、

住宅メーカー初となる住宅建設工事向けの技能訓練施設を

開設しました。 

開設にあたり、積水ハウスの施工現場を担う企業が、技能

実習生を受け入れてから想定されるリスクを特定し、対策を

検討しました。いくつかの理解が不足すると技能実習生が活

躍しづらい職場環境になることがわかりました。 

＜必要とされる理解＞ 

仕事理解、会社理解、生活環境理解、日本の文化 

  具体的な仕事内容、会社の理念、賃金、有効資格、 

日本語教育、建設用語教育 

従来の受け入れ方法では、就業してから学ぶこともあり、ミ

スマッチがわかっても、帰国しづらい環境がありました。そこ

で、技能実習生が住み慣れた環境で、当社の仕事や環境を

理解する機会を作る目的で、ベトナムハノイに技能訓練施設

を開設しました。これらにより、技能実習生は、来日後もスム

ーズに業務を開始することができます。 

基礎訓練施設、外装駆体・内装仕上げ訓練施設 

  

【技能訓練施設で行っている具体例】 

採用面接・家族説明会： 

鉄筋組実技面接、技能実習生候補生ご親族への不安解消 

 

安全教育風景：映像で伝達方法を工夫しています。企業理念

についても座学で学びます。 

 

建設現場の道具を体験し、学びます。 

  

積水ハウス工場部材と工具を使用して、現場の仕事を体験し

ながら学びます。 

基礎：配筋組立、型枠組立 

  

外装躯体：鉄骨組立、床組 
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現地指導訓練は、積水ハウス社員に加え、積水ハウスの

現場で技能実習を経験して帰国した優秀な技術者にも協力し

ていただき、実施しています。 

 

2020 年は、基礎コース 6 人が現地訓練後、1 月に来日し、

現場で従事しています。 

 

コロナ禍の影響を受け、2019 年に採用になった 33 人の技

能実習生は、教育や訓練が受けられず、現地待機となること

もあり、4 月来日の予定でしたが、大幅に遅れ、2021 年 1 月

に基礎コース 3 人、β外装コース 7 人が来日となりました。 

また、2020 年は従来のような採用活動ができない中でした

が、10 人の Web 採用面接を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ベトナムからの技能実習生受け入れに本格的に取り組み

始めた背景には、建設業に携わる国内の技能労働者数の減

少があります。今後予想される施工力不足環境の中、施工力

確保は当社の課題のひとつです。 

ベトナムハノイの技能訓練施設で、積水ハウスの施工技術

や実践的な日本語を学ぶことは、技能実習生と受け入れ企

業が、双方が安心して働く基盤につながります。 

技能実習生も、受入企業も、言語・文化の壁を越えた新し

い働き方環境づくりに取り組んでいます。 
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３．人権デューデリジェンス推進体制 

 人権デューデリジェンスの推進を図るため、以下の体制を

整えています。 

人権方針に定める取締役会の監督責任を担保するため、

諮問機関である「リスク管理委員会」（委員長：管理・人事部

門担当副社長執行役員）において定期的に取り組みの進捗

と課題を報告し点検することとしています。 

人権デューデリジェンスを、ESG 経営推進体制における社

会性向上部会の重点課題の一つに位置付け、重要方針や課

題を検討し、関係部署との連携を進めています。2021 年度か

らは社会性向上部会のもとに「人権デューデリジェンスワーキ

ング」を設置し、サプライチェーンや協力工事店の人権課題や

グローバルな課題への取り組みを加速する仕組みを整備し

ています。 

 

 

 

４．ヒューマンリレーション推進体制  

積水ハウスグループでは、あらゆる人権侵害、差別やハラ

スメントを「しない・させない・ゆるさない」企業体質を強化する

ために、グループの全組織に「ヒューマンリレーション推進委

員会」を設置しています。あらゆる人権問題を含むヒューマン

リレーション全般に関する基本方針を策定します。 

 各事業部門委員会代表者により、年に一度、社長が推進委

員長を務める「ヒューマンリレーション全国推進委員会議」を

開催しています。ヒューマンリレーション推進体制における活

動指針やグループ全体における重点課題、研修方針および

研修計画の共有などを行います。事務局は法務部ヒューマン

リレーション室が担い、法務担当常務執行役員の責任のもと

推進を図ります。 

 ヒューマンリレーション推進体制のもと、グループ全従業員

に対して、研修とハラスメントの予防、発生した課題への対処

を図っています。この体制によって、それぞれの責任におい

て、研修やハラスメント予防の対応を自発的に推進することを

定着させています。 
 

  ↑ヒューマンリレーション推進委員会組織図（一部） 
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＜これまでの取組み＞ 

人権に関する専任部署は、積水ハウス法務部内に設置し

ています。1980 年の「人権擁護推進委員会」の発足から、部

落問題を中心に差別や偏見に向き合い、従業員向けの人権

研修を継続的に行ってきました。ヒューマンリレーション推進

委員会における決定事項を各事業所へ指示伝達し、推進の

ための指導並びに全社的な進行状況を把握します。人権擁

護推進委員会から名称を変更し、現在は「ヒューマンリレーシ

ョン体制」としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1980 「人権擁護推進委員会」発足 

従業員向けに人権擁護研修を開始（以後毎年継

続して組織的に取り組む 

1981 社外講座「部落解放夏期講座(高野山研修)」に初

参加（以後継続して参加） 

1984 第 1 回「人権標語」社内公募を実施 

1990 「人権啓発レポート」を作成 

従業員研修向けに社内で制作、以後毎年発行 

1999 「セクハラホットライン」開設 

2003 人事部内に「人権推進室」（人権問題を取り扱う専

任組織）を設置 

2006 「人権推進室」を法務部内に移し、「ヒューマンリレ

ーション室」に改組 

2008 グループ会社を含む全事業所にセクハラ・パワハ

ラ相談窓口担当者を設置 

「相談窓口担当者養成講座テキスト」を作成し、以

後毎年育成研修を実施 

2014 「セクハラホットライン」を「セクハラ・パワハラホット

ライン」に名称変更 

2016 「セクハラ・パワハラホットライン」で障がいのある

従業員の働きやすい環境を整えるための相談を受

付開始 

2017 「セクハラ・パワハラホットライン」で、妊娠・出産・育

児休業・介護休業に関するハラスメントの相談を受

付開始 

2020 人権方針の策定・公表、人権デューデリジェンスの

本格運用開始 

５．ヒューマンリレーション研修 

ヒューマンリレーション推進体制のもと、継続的な人権課題

の啓発を行っています。従業員向けの「ヒューマンリレーショ

ン研修」は、働きやすい職場環境の醸成を目的として、以下

の考えのもと毎年継続実施しています。 

・企業倫理要項にて定められているさまざまな問題（コンプラ

イアンス、セクハラ・パワハラ防止、労務管理、メンタルヘルス

等）に関し、知識とモラル向上を図る。 

・自分自身としっかり向き合い、自分を認めると同時に他人も

認めることで（多様性の受容）、自由闊達で働きやすい職場

風土をつくるためのよりよいコミュニケーションを考える。 

・社内事案に基づく事例研究によって、一人ひとりの従業員

が人権問題をより身近なものとして感じ、お互いを尊重し、企

業理念の根本哲学である「人間愛」を常に意識し実践するた

めの“気付き”の場とする。 

 

＜研修体制＞ 

階層別研修を継続的に実施し、あらゆるハラスメントを含む人

権侵害行為を生まないよう努めています。 

研修内容 対象者 

マネジメント研修 職責者 

ヒューマンリレーション推進委員研修 推進委員（管理職等） 

ヒューマンリレーション全従業員研修 全従業員 

導入研修 新規採用になった従業員 

社外研修（高野山夏期講座等） 職責者等 
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＜ヒューマンリレーション全国推進委員会議＞ 

2020 年度の会議では、LGBTQ などの性的マイノリティに

関する取り組みをテーマとし、認定 NPO 法人虹色ダイバーシ

ティ代表の村木真紀氏の講演と、当事者の体験談を聴講した

後、意見交換を実施しました。 

LGBTQ に関する取り組みは、2020 年度ヒューマンリレーシ

ョン推進委員研修に展開し、2021 年度は継続して、全従業員

に実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ヒューマンリレーション推進委員研修＞ 

＜ヒューマンリレーション全従業員研修＞ 

毎年、グループ全従業員（※）を対象に行っています。当研

修では、自らの人権感覚を高めつつ、日常業務と連動した自

らの問題として考える場とするため、事業所の責任者がファ

シリテーターを務めます。ヒューマンリレーション室は、事業所

責任者がファシリテーターを行うためのガイダンスを行いま

す。 

※有期雇用となる派遣社員、パート、アルバイト社員等にも  

研修テキストを配布し、全従業員の受講を推進しています。 

○2020 年度 研修テーマ 

推進委員研修（管理職層対象 2 時間/年） 

・LGBTQ フレンドリーな職場をめざして 

全従業員研修（管理職層含む 3 時間/年） 

・ビジネスと人権 

・パワハラのない職場にするために 

 コロナ禍のため、Web 会議システムを活用し、講演動画の

視聴やグループ対話を折り込んだ研修を、全従業員に実施し

ました。 

 

 

 

 

 

６．相談窓口体制の充実 

 さまざまなハラスメントをはじめ、障がいのある従業員の

働きやすい環境を整えるための相談など、あらゆる人権に関

する社内相談窓口として、本社ヒューマンリレーション室によ

る「セクハラ・パワハラホットライン」を設置しています。 

申し入れ本人のプライバシー保護はもちろん、事案解決に

協力した従業員についても不利益を被ることのないように保

障していいます。2020 年度のセクハラ・パワハラホットライン

への相談件数は、167 件（ハラスメントに関する相談は、うち

92 件）寄せられており、安心して相談できる窓口との認識が

高まっています。 

グループの全組織には、ヒューマンリレーション推進体制

のもと、男女１名ずつの相談窓口担当者（約 760 人）を配置

し、これらの相談窓口については、社内ホームページやヒュ

ーマンリレーション研修テキスト、事業所掲示のポスターなど

で全従業員に告知しています。 

 

＜窓口担当者研修＞  

全事業所の相談窓口担当者に対して、毎年研修会を実施

し、担当者のスキルアップと、法務部ヒューマンリレーション室

との連携強化を図っています。 

研修名 対象者 

窓口担当者養成講座 新任担当もしくは過去研修

受講の無い担当者 

窓口担当者スキルアップ研修 養成講座を受講済みで、役

割を継続している担当者 
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＜内部通報システム体制＞ 

セクハラ・パワハラホットラインの他、従業員の相談を受け

付ける窓口には、「積水ハウスグループ企業倫理ヘルプライ

ン（SCS システム）」、「人事 110 番」があります。Web サイトで

公開をし、英文対応を行っています。 

また、積水ハウスグループと継続的取引にある協力工事

店・取引先の役員や従業員の方々から、積水ハウスグループ

の事業活動に関する法令・企業倫理違反または取引関係に

かかる懸念事項についての相談を受け付ける制度として、

「積水ハウスグループ取引先企業倫理ヘルプライン」を 2016

年 10 月に設置しました。 

更に、2020 年 6 月には英語圏の海外子会社の従業員を

対象にした積水ハウスグローバルヘルプラインを設置し、社

外の弁護士事務所を窓口として対応しています（中国の子会

社向けには別途窓口を設置）。 

 

 

 

 

 

 

 

７．ダイバーシティの推進 

積水ハウスグループが目指すダイバーシティ＆インクルー

ジョンは、あらゆる人権を尊重する風土が職場に根づいてい

なければ成り立ちません。多様な考え方や価値観を認め合

い、人それぞれの働き方、ライフスタイルを実現するために、

さまざまな活動をおこなっています。 

毎年 6 月をダイバーシティ月間と定め、2020 年度、2021 年

度は「アンコンシャス・バイアス」をテーマに議論を交わしまし

た。より良い職場環境のため、各個人の意識行動改革を図っ

ています。 

 

＜多様な働き方、ワークライフバランス＞ 

従業員一人ひとりが安心して働き続けられ、最大限の能力

を発揮できる職場環境や制度を整備し、イノベーションを生み

出す働き方改革に取り組んでいます。 

○仕事と育児の両立 →サステナビリティレポート 2021 P90〜91 

「男性育休」「仕事と育児の両立いきいきフォーラム」「保活コ

ンシェルジュ」「スマートすくすくえいど」「ファミリーフレンドリー

ディ」「パートナーシップスライド」  

 

 

 

 

上司とのペアワーク（2020 年度は Web 開催） 
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○ワークライフバランス →サステナビリティレポート 2021 P91～

92 「スマートワーク・攻めの IT 経営銘柄」「年次有給休暇」 

○看護・介護、休職支援 →サステナビリティレポート 2021 P92 

「介護支援制度」「積立年休制度」「ボランティア休暇制度」 

○幸せ健康経営 →サステナビリティレポート 2021 P93〜94 

「幸せ度調査」「メンタルヘルスマネジメント」「がん、不妊治療

両立支援制度」 

 

＜ジェンダー＞ 

2006 年「人材サスティナビリティ」を宣言しました。ダイバー

シティ推進に早くから注力し、業界的に事業形態の特性から

少数であった女性の不安の解消、課題の解決に努めていま

す。 

○女性活躍推進行動計画 →サステナビリティレポート 2021  

P87〜89  

 

○女性の管理職登用 →サステナビリティレポート 2021 P81、87 

管理職候補者研修「積水ハウスウィメンズカレッジ」 

  

＜LGBTQ＞→サステナビリティレポート 2021 P89 

当社は、さまざまな個性の従業員が違いを認めあって能力

を最大限に発揮できる組織づくりに努め、誰もが自分らしく安

心して働ける社会の実現を目指しています。 

○異性事実婚・同性パートナー人事登録制度 

○LGBTQ 専門相談窓口設置 

○社長の仲井による「アライ宣言」 

○「婚姻の平等キャンペーン」への賛同 

http://bformarriageequality.net/ 

 

 

 

＜障がいのある従業員の活躍支援＞ 

「生涯住宅」思想に基づきすべてのお客様にとって「いつ 

もいまが快適」な住まいを提供する企業として、積水ハウスは

障がい者雇用を社会的使命であると考えています。 

また、ESG 経営のリーディングカンパニーを目指す積水ハ

ウスグループは、障がい者の活躍推進に取り組む国際イニシ

アチブ「The Valuable 500」に加盟し、以下のコミットメントを定

めています。 

 

 

（※）「生涯住宅思想」については、P14 をご参照下さい 

 

＜高齢者の活躍支援＞ 

2015 年 4 月、個々の従業員が意欲・能力をより高く、より

長く発揮して生き生きと活躍できるよう、グループ全体で 65

歳定年制を導入、加えて 2020 年 4 月より 65 歳から 70 歳ま

での再雇用制度を導入し高齢者の活躍を支援していきます。 

 

http://bformarriageequality.net/
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＜生涯住宅思想＞ 

時と共に変化する人の身体特性などを考慮した安全性と、

すべての人が生涯にわたって使いやすい住まいづくりを追求

する過程で芽生えたのが 1989 年の「生涯住宅」思想です。そ

の後、人間工学実験の成果に基づいた「生涯住宅」仕様の住

宅システムや部材を生み出してきました。 

 ケアリング企業賞受賞 

1975 高齢者・身体障がい者配慮住宅「車いすの家」の

建設 

1981 日本初「障がい者モデルハウス」建設に参画 

1984 「生涯住宅」という呼称が誕生 

1985 住生活研究部設置 

1989 「生涯住宅」思想を当社の住まいづくり思想として

定義 

1990 総合住宅研究所設立、業界初の体験学習施設

「納得工房」開設 

1999 「生涯住宅」のコンセプトと取り組みが、国連の外

郭団体より「ケアリング企業賞」を受賞 

2002 SH-UD（積水ハウスユニバーサルデザイン）基準

を確立 

2010 スマートユニバーサルデザイン発表 

2018 住生活研究所設置 

「安全・安心」、「使いやすさ」に加え、触感や操作感などに

訴える「心地よさ」を追求した 2010 年のスマートユニバーサ

ルデザインの発表は、誰にとっても快適でいつまでも愛着を

持って暮らし続けることのできる住空間を提案し、その後の

「キッズでざいん」や「コドモイドコロ」などに展開しています。 

 

  

 

 

  

 

 

 

コドモイドコロ 

家族の年齢や体格、体力の違い等、長い生涯の中で家族

それぞれの身体機能の変化に合わせた住宅の提案は、今は

基本となりました。さまざまな個性やライフスタイルを尊重しな

がら、一人でも多くの方により良い住まいと暮らしをお届けし

たいという、このデザイン思想は、さまざまな背景を持つ人と

共に働く、人材ダイバーシティへとつながっています。 

 

○暮らしと住まいのあり方の研究開発 

「総合住宅研究所」では、住宅の基本性能の検証や評価を

はじめ、新しい構工法の研究開発、ＵＤや環境技術の研究開

発に取り組んでいます。 

「納得工房」では、生活者とつくり手が対話しながら住まい

について体験・学習を行うことができます。住まいのあり方を

考える場として、多数の来場者と双方向の情報受発信を行っ

ています。 

「住生活研究所」では、「住めば住むほど幸せ住まい」研究

を通じて、幸せという無形価値、幸福感を高めることをめざ

し、人・暮らしの視点でこれからの住まいのあり方およびライ

フスタイルの調査・研究などに取り組んでいます。 

 総合住宅研究所 

 

 

 

納得工房 

特殊な装具で疑似体

験ができる 
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８．海外（国別） 

取引先を含めた児童労働、強制労働をはじめとしたあらゆ

る人権侵害のない企業活動が注目されています。SDGｓの視

点からも、グローバルな人権課題への対応を進めていきま

す。 

国際事業における人権尊重の取組みについては、人権方

針の周知と浸透にまず取り組みました。国や事業により、従

業員の規模や構成も大きく異なっており、ガバナンス強化とコ

ンプライアンス、リスク管理、従業員の働きやすい職場環境・

ハラスメントのない職場づくりに取り組んでいます。 

人権方針は英文での周知と、国や事業会社ごとの相談体

制の整備や、積水ハウス本社での相談体制の整備（英語等

でも対応が可能な弁護士事務所と連携した内部通報システ

ムや人権に関する相談窓口）を行いました。 

 

アメリカ →サステナビリティレポート 2021 P113〜114 

オーストラリア →サステナビリティレポート 2021 P114〜116 

イギリス →サステナビリティレポート 2021 P116〜117 

中国 →サステナビリティレポート 2021 P117 

シンガポール →サステナビリティレポート 2021 P118 

共通 →サステナビリティレポート 2021 P118 

 

 

 

９．サプライチェーン（調達） 

積水ハウスグループでは、基本的な調達方針として、最高

品質、安定供給、最適価格にＥＳＧを加え、社会的責任を果

たすべく、調達におけるサプライチェーン・マネジメントを実践

しています。 

 

＜ＣＳＲ調達＞ 

2018 年に当社が国連グローバル・コンパクト（ＵＮＧＣ）の

掲げる、人権、労働、環境、腐敗防止の 4 分野 10 原則へ支

持・署名したのを機に、日本のローカルネットワークであるグ

ローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（ＧＣＮＪ）のサプラ

イチェーン分科会に参加しております。そして、サプライチェー

ンにおける調達の取組みとして「ＣＳＲ調達ガイドライン」を制

定し取引先へ発信しました。 

＜CSR 調達ガイドライン＞ 

「ＣＳＲ調達ガイドライン」は、ＧＣＮＪが発行した、CSR 調達の

ためのセルフ・アセスメント質問表（ＳＡＱ＝Self-Assessment 

Questionnaire）に準拠させ、以下 ①ＣＳＲに関わるコーポレ

ートガバナンス、②人権、③労働、④環境、⑤公正な企業活

動、⑥品質・安全性、⑦情報セキュリティ、⑦サプライチェー

ン、⑨地域社会との強制 の９つの項目を網羅しています。 

また、取引先には、当ガイドラインの主旨と内容を理解し遵

守する事及び、その取り組みに関して、当社による定期的な

確認または監査に協力する事に同意して頂いた上で、「同意

確認書」の提出を要請しています。 

新規取引先の採用においては、「同意確認書」が提出され

てから取引を開始しています。 

さらに、2020 年 4 月に制定された「積水ハウスグループ人

権方針」について、取引先へ理解・支持を期待する旨表明し

ました。当人権方針については、オンライン上に設けた取引

先との情報共有プラットフォームに開示し、常に閲覧可能にし

ています。 

＜CSR 評価＞  

取引先へは、先述した GCNJ 発行のＳＡＱを用い自己診断

による「CSR 評価」を実施しており、この結果を、「調達先評

価」の一評価項目としています。公平・公正な取引を行うた

め、その評価結果は取引先へも開示しています。人権・労働

に関する評価の項目は「ＣＳＲ評価」の中に組み込まれていま

す。 

評価結果から、注視すべき取引先に対しては、個別訪問し

てモニタリングを実施し、その実態を確認しています。2020 年

度は現地訪問ができなかったため、Web 会議にて 15 社を対

象に、人権や環境をはじめとするＣＳＲの取組みについて勉

強会を行い、理解を深めて頂きました。 

 



サステナビリティレポート 2021 関連資料 積水ハウスグループ 人権レポート 

16 

 

１０．協力工事店・協力業者 

＜積水ハウス会＞ 

積水ハウス会は、施工に携わるグループ会社や協力工事

店によって結成されている任意組織です。2021 年 2 月 1 日

現在、グループ会社の積和建設 15 社と、全国の協力工事店

約 7000 社（積和建設の施工協力会社で構成する「積和会」

会員会社を含む）が加盟しています。 

創業当初から「責任施工」を実践してきた積水ハウスにとっ

て、施工協力会社の存在はかけがえのないものであり、元

請・下請という契約関係を超え、共に働く仲間として「運命共

同体」として長きにわたり信頼関係をはぐくみ、常にその絆を

大切にしてきました。 

施工品質の向上はもとより、お客様や近隣の皆様への対

応、人材の育成、労働環境の整備など、さまざまな取り組み

を進めてきた「共存・共栄」の精神は、近年増加している現場

での外国人との関わり合い方の文化の基礎になっています。 

＜セキスイハウス協力会＞ 

セキスイハウス協力会は、積水ハウス株式会社を含む全

国の施工協力会社が集まって 1982 年に設立された任意団

体です。施工協力会社における雇用環境の改善と福祉増進

を図ることを目的とし、積水ハウスは「建築現場補償制度」や

「積立年金制度」などの各種制度の運営を補佐しています。 

 

 

 

セキスイハウス協力会が運営管理する諸制度 

・セキスイハウス建築現場補償制度：建築現場での災害（事

故等）発生時における施工協力会社の経済的損失の軽減を

目的とした補償制度。 

1、 業務上災害弔慰見舞金補償制度 

2、 第三者損害賠償補償制度 

3、 現場盗難事故補償制度 

4、 現場盗難事故見舞金制度 

5、 事業主死亡弔慰金制度 

6、 特別弔慰金制度 

・入院補償制度 

・がん保険制度 

・所得補償制度 

・積立年金制度（拠出型企業年金制度） 

 

積水ハウス株式会社が助成金を拠出する諸制度 

・主任技能者技能奨励金制度 

・在職功労金制度 

・健康診断補助金制度 

・積立年金助成金制度 

・新人職方訓練校終了助成金制度 

 

 

＜教育訓練センター・訓練校＞ 

当社では「教育訓練センター・訓練校」を設け、グループの

技能者の養成に取り組んでいます。技術、技能をはじめ、社

会人として必要な教養やマナーを身に付ける訓練を行い、第

一線で活躍できる人材を育てることが目的です。積水ハウス

の施工に必要な知識と技能だけでなく、お客様の満足を実現

するために大切な積水ハウスの理念を学ぶところが、他の学

校とは大きく異なる点です。 
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１１．社外人権団体との連携 

積水ハウスは、同和問題をはじめとするさまざまな人権問

題に取り組んでいる関係諸団体と連携をはかりながら、企業

価値の向上をめざしています。関係諸団体の主催するセミナ

ーや研修会への参加、人権啓発に寄与する出版物の購読

等、継続的に情報を収集し、社内啓発・研修に生かしていま

す。 

 

＜社外研修＞ 

毎年、8 月に開催される「部落解放・人権夏期講座」は全国

の支店長、技術次長、工場、グループ会社から選抜された幹

部従業員が受講しており、2019 年度は 22 人が参加、累計受

講者は 1260 人になりました。2020 年度は現地開催中止でオ

ンライン開催のため規模を縮小しました。 

 

＜連携している主な団体＞ 

・一般社団法人部落解放・人権研究所 

・大阪同和・人権問題企業連絡会 

・一般社団法人公正採用人権啓発推進センター 

・大阪市企業人権推進協議会 

・NPO 法人多民族共生人権教育センター 

・社会福祉法人ノーマライゼーション協会 

 

 

○NPO 法人トゥギャザーとの協働 

積水ハウスグループでは、2000 年から認定特定非営利活

動法人トゥギャザーと協働し、SELP（※）製品を活用すること

で、障がい者の自立と社会参加を支援しています。日本全国

積水ハウスデー「住まいの参観日」などの各種イベントや展

示場で、ノベルティーグッズとして来場者にお渡ししています。 

2020 年度の採用数は 20,978 個、1,363 万円でした。大阪

府下を中心に、就労支援施設等で働く障がい者の人たちの

就労機会拡大に寄与しています。 

※SELP は障がい者が福祉事業所において、リハビリテーシ

ョンや職業訓練、社会参加の実現を目的に働き、つくる製品

のことです。 

 

 

トゥギャザーとの協働をはじめとして、全国の多くの社会福

祉法人や団体との連携のもとに、積水ハウスの「障がい者グ

ループホーム」の施工実績も増えて来ています。 

「障がい者グループホーム」は障がいのある方々が地域で

安心して生活することのできる「住まい」です。積水ハウスは、

土地オーナー様および法人・団体様と連携し、誰もが自分ら

しく生きていくための環境づくりにまい進していきたいと考えて

います。 

 

１２．人権標語による啓発の取り組み 

毎年 12 月 4 日〜10 日の人権週間に向けた、人権標語の

募集については、2020 年で 37 回を数え、グループ会社を含

む従業員（家族からの応募を含む）から、2 万 4826 点の応募

がありました。その中から優秀作品 1 点と優秀作 5 点が選出

され、6 作品を掲載したポスターを、配布しています。 

2021 年 2 月に、積水ハウス人権標語最優秀作が、大阪同

和・人権問題企業連絡会の主催する人権標語コンクールでも

入賞しました。 
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